
芦教委専決報告第５号 

 

 

 

専 決 処 分 報 告 

 

 

 

 次の事件は、芦屋市教育委員会委任規則第５条の規定により、別紙のとおり専決処

分したので、教育委員会に報告し、その承認を求める。 

 

 

 

   令和８年８月１３日提出 

 

 

 

芦屋市教育長 野 村  大 祐    

 

 

 

 

記 

 

  芦屋市立中学校の部活動の地域展開推進会議委員の委嘱又は任命について 

 

処分理由 

 

 芦屋市立中学校の部活動の地域展開を進めるため、芦屋市立中学校の部活動の地域

展開推進会議委員の委嘱又は任命する必要が生じたが、急施を要したので専決処分し

たもの。 
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専決第５号 
 
 
 

芦屋市立中学校の部活動の地域展開推進会議委員の委嘱又は任命について 
 
 
 
 芦屋市立中学校の部活動の地域展開推進会議委員を委嘱又は任命することについて、

芦屋市教育委員会委任規則第５条の規定により、専決処分する。 
 
 
 
   令和８年６月１日 
 
 
 

芦屋市教育長 野 村  大 祐    
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１ 委嘱する委員 
  別紙のとおり 
 
２ 任  期 

令和８年６月１日から令和９年３月３１日まで 
 
３ 根拠法令 
  芦屋市立中学校の部活動の地域展開推進会議設置要綱 
 
                                  以 上 
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【推進会議委員】

№ 所属 職名 氏名 備考

1
兵庫教育大学大学院　学校教育研究科

生活・健康・情報系コース
教授 森田　啓之

2 神戸女学院大学　体育研究室 教授 小坂　美保

3 大阪学院大学　経済学部 准教授 松尾　信之介

4 芦屋市中学校体育連盟 会長 西端　充志

5 芦屋市吹奏楽連盟 理事長 虎若　高士

6 芦屋市ＰＴＡ協議会 会長 荒川　明日香

7 スポーツクラブ２１宮川 委員 北川　由美子

8 芦屋市教育委員会教育部 参事 塩山　利枝

【推進会議事務局員】

№ 所属 職名 氏名 備考

1 教育部学校教育改革推進室 室長 山川　範

2 教育部学校教育室 主幹（部活動地域展開担当） 宮本　剛秀

3 教育部学校教育室学校支援課 主査 池原　征紀

令和８年度　芦屋市立中学校の部活動の地域展開推進会議名簿
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芦屋市立中学校の部活動の地域展開推進会議設置要綱 

 

（趣旨） 

第１条 芦屋市地域クラブ活動基本方針（令和７年８月芦屋市及び芦屋市教育委員会

策定）を踏まえ、芦屋市立中学校（以下「学校」という。）の生徒にとって望まし

いクラブ活動環境の構築と地域クラブにおける今後の展開に向けて取り組むため、

芦屋市立中学校の部活動の地域展開推進会議（以下「推進会議」という。）を設置

する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「地域クラブ活動」とは、学校の生徒が継続して親しむ

ことができ、学校の教育課程外の活動として行われる地域スポーツクラブ活動及び

地域文化クラブ活動をいう。 

（所掌事務） 

第３条 推進会議は、部活動の地域展開に係る次に掲げる事項を所掌し、その結果を

教育委員会に報告する。 

(1) 部活動の地域展開に係る仕組みづくりに関すること。 

(2) 地域クラブ活動の運営方法等に関すること。 

(3) 児童生徒等及び教職員への調査に関すること。 

(4) 教職員の負担軽減に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、部活動の地域展開に関し必要な事項 

（組織） 

第４条 推進会議は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 学校関係者 

(3) 保護者 

(4) 芦屋市職員 

(5) 前各号に揚げる者のほか、教育委員会が特に必要と認める者 

（委員の任期） 
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第５条 委員の任期は、委嘱又は任命した日の属する年度の末日までとする。ただ

し、委員が欠けた場合における後任委員の任期は前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 推進会議に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により選任し、副委員長は委員の中から委員長が指名す

る。 

３ 委員長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 推進会議は、委員長が招集し、委員長がその会議の議長となる。 

２ 推進会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 推進会議において、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意

見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 推進会議の庶務は、学校における部活動に係る事務を所管する課において処

理する。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、別に定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。 
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